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都道府県別国民医療費の将来推計について  

 都道府県別国民医療費の推計手順の概略は以下のとおり。 
  ① 事業統計等を基礎として平成２０、２２年度の医療保険に係る医療費を作成 
  ② ①にて算出した２２年度の医療費と「医療費の動向」（平成２２，２３年度）を用いて医療保険に係る医療費 
    の平成２３年度の実績推計を作成 
  ③ ①にて算出した２０年度の医療費と「国民医療費（平成２０年度）」を用いて公費負担医療等も含めた国民 
    医療費ベースの医療費への変換率を作成 
  ④ 過去の「医療費の動向」に基づく医療費の伸び率や将来の人口推計等を基に適正化の取り組みを行わな 
    い場合の将来の一人当たり医療費の伸び率を設定 
  ⑤ ③・④を基に適正化の取り組みを行わない場合の将来の医療費を推計 
  ⑥ 適正化の取り組みの効果を推計 

基本的な構造 

平成２２ 平成２３ 将来 

【適正化の取り組みを行わない場合の将来の医療費推計（①～⑤）のイメージ】 

①医療保険に係る 
医療費の作成 

平成２０ 
国民医療費 

（実績） 

③：国民医療費への変
換率の算定 

・・・ 

平成１８～２２ 
医療費の動向 

（実績） 

④：過去の医療費の伸び率・人
口推計等を用い、一人当たり医

療費の伸び率を設定 

②：平成２３年度の医療保険に係
る医療費の実績推計 

⑤：④で設定した一人
当たり医療費の伸び率
と③で設定した変換率

を用いて推計 
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都道府県別国民医療費の将来推計について  

【適正化の取組の効果の推計のイメージ】 

①：医療・介護について
充実や重点化・効率化を
行った場合の全国試算

を基に、平均在院日数短
縮のために必要な充実
要素を織り込んだ、効率
化要素算定の基準とな

る医療費を推計 

②：医療・介護について
充実や重点化・効率化を
行った場合の全国試算を
基に、平均在院日数減少
による効率化効果を推計 

○平均在院日数短縮の取り組みについて 

○生活習慣病対策等の取組について 

 メタボリックシンドローム該当者及び予備群と非該当者では、8～10万円/年の医療費の差があることか
ら、両者の医療費の差が平均して9万円/年であると仮定し、これにメタボリックシンドローム該当者及び予
備群の減少者数を乗じることにより効果を推計。 
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【適正化の取組の効果】平均在院日数短縮に伴う充実・効率化について  

１．各都道府県において平成29年度の平均在院日数の目標（見込み）を設定する。 

  医療・介護について充実や重点化・効率化を行った場合の全国推計（以下「全国推計」という。）における、
改革前後の平均在院日数の減少率と現状投影シナリオの医療費に対する改革後の充実額、重点化・効率化
額の割合との関係を用いて、都道府県医療費に対する平均在院日数の減少が医療費に与える影響を推計。 

２．全国推計における平均在院日数と医療費の関係から両者の関係式を設定。 

2012(H24)年度 2015(H27)年度 2020(H32)年度 2025(H37)年度 

平均在院日数（日） 
（病床計） 

現状投影 ① ３０．５ ３０．５ ３０．５ ３０．５ 

改革シナリオ ② － ２８．３ ２６．１ ２４．０ 

平均在院日数の減少率 ③＝②/①－1 － ▲７％ ▲１４％ ▲２２％ 

医療費（現状投影）（兆円） ④ ４０．６ ４５．１ ５２．９ ６１．０ 

平均在院日数減少に要する充実（兆円） 注１ 

（医療費に対する影響率） 

⑤ 
－ 

２．０ ４．８ ７．８ 

（⑥＝⑤/④） （５％） （９％） （１３％） 

平均在院日数減少の効果（兆円） 注２ 

（医療費に対する影響率） 

⑦ 
－ 

▲１．２ ▲３．０ ▲５．５ 

（⑧＝⑦/④） （▲３％） （▲６％） （▲９％） 

平均在院日数の減少率X（③）と充実要素y（⑥）の関係     y = -0.61x 
平均在院日数の減少率X（③）と効率化要素z（⑧）の関係   z = 0.41x 

３．「２．」にて算定した関係式に「１．」にて設定した平均在院日数の目標から算定される平均在院日 
  数の減少率を当てはめ、平均在院日数減少に伴う影響を推計する。 

※ 介護費用への影響についても上記と同様に考えると、平均在院日数の減少率xとそれに伴う介護費用への影響wの関係は以下のとおりとなる。 
     w = -0.06x 

基本的な推計の考え方 
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（注１）ここの項目には、平均在院日数減少に伴う入院医療の機能強化と入院減少に伴う外来増等に係る医療費を計上している。 
（注２）ここの項目には、平均在院日数減少に伴う医療費の減を計上している。 
（注３）全国推計として、「社会保障に係る費用の将来推計の改定について（平成24年3月）」を用いている。 



入力データ 
病床数（A） 

仮定 
病床利用率（B） 

利用者数 
（C） 

仮定 
平均在院日数（D） 

新規入院発生数（E） 

一般病床 A1 B1（※1） C1=A1×B1 D1（※1） E1=C1/D1 

療養病床 A2 B2（※1） C2=A2×B2 D2（※1） E2=C2/D2 

精神病床 A3 B3（※1） C3=A3×B3 D3（※1） E3=C3/D3 

感染症病床 A4 B4（※2） C4=A4×B4 D4（※2） E4=C4/D4 

結核病床 A5 B5（※2） C5=A5×B5 D5（※2） E5=C5/D5 

合計 － － Ｘ 推計値 
Ｘ／Ｙ Ｙ 

合 
 
計 

合 
 
計 

平成29年度の平均在院日数の目標（見込み）の設定例について 
  

（※１）病院報告における都道府県別のデータを基礎として、全国推計の改革に伴う各要素の変動等を織り込んで設定。 
（※２）病床数が少なく、年度によってばらつきが大きい事などから、病院報告における全国値の複数年の平均を基に設定する。 
（※３）全国推計として、「社会保障に係る費用の将来推計の改定について（平成24年3月）」を用いている。 

  医療・介護について充実や重点化・効率化を行った場合の全国推計（以下「全国推計」という。）における、 
 病床数や平均在院日数の関係等を、都道府県にて設定した充実や重点化・効率化を行った場合の病床数 
 に当てはめることにより推計。 
  （利用者数＝新規入院発生数×平均在院日数というモデル式を用いて推計。） 

基本的な推計の考え方 

【推計方法のイメージ】 
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点数 

年齢階級 

 男性 平成２１年度特定健康診査メタボ基準別                            

平成２２年度レセプト（医科・調剤・ＤＰＣ）総医療費（点数）の平均 
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４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０～７４歳 

点数 

年齢階級 

女性 平成２１年度特定健康診査メタボ基準別  
平成２２年度レセプト（医科・調剤・ＤＰＣ） 合計点数の平均 

（参考）メタボリックシンドローム該当者・予備群と年間平均医療点数の関係 

（注１）平成21年度の特定健診情報と平成22年4月~平成23年3月診療分のレセプト（医科・ＤＰＣ・調剤）と突き合わせができた約269万人のデータ。 
（注２）年間合計点数を単純に平均しているため、メタボリックシンドロームに関連する医療費のみを分析したものではない。 
（注３）集団の母数が少ない場合は、著しく高い医療費があると、平均値が高くなる可能性がある。（女性の40～54歳は、そもそもメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の数

が少ないため、一部の医療費が高い者によって「基準該当」「予備群該当」の平均点数が高くなっている可能性がある。 6 

○ 平成２１年度の特定健診結果でメタボリックシンドロームの該当者及び予備群となった者の２２年度のレセ
プトにおける年間平均医療点数を比較。男女別、年齢区分別に見ても、年間平均点数は、メタボリックシンド
ロームの該当者及び予備群の方が非該当の者よりも高い傾向。  



（参考１）医療費と人口構造 
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 注１ 国民所得及びGDPは内閣府発表の国民経済計算（2010.12）。総保健医療支出は、ＯＥＣＤ諸国の医療費を比較する際に使用される医療費で、予防サービスなども含んでおり、 

    国民医療費より範囲が広い。2009年のＯＥＣＤ加盟国の医療費の対ＧＤＰ比の平均は9.5％ 

 注２ 2010年度の国民医療費及び後期高齢者医療費は実績見込みであり、前年度の国民医療費及び後期高齢者医療費に当該年度の概算医療費の伸び率をそれぞれ乗じることにより、 

    推計している。また、斜体字は概算医療費の伸び率である。 

 （兆円）  

（年度） 

＜対前年度伸び率＞ 
・介護保険制度施行 
・高齢者１割負担導入  

・高齢者１割 
 負担徹底 

・被用者本人 
 ３割負担等 

・現役並み 
 所得高齢者 
 3割負担等 

国 民 医 療 費 （兆円） 

後期高齢者（老人）医療費 （兆円）  
※ （ ）内は後期高齢者（老人）医療費の国民医療費に占める割合  

国民医療費の対GDP比 

1985 
(S60) 

1990 
(H2) 

1995 
(H7) 

2000 
(H12) 

2001 
(H13) 

2002 
(H14) 

2003 
(H15) 

2004 
(H16) 

2005 
(H17) 

2006 
(H18) 

2007 
(H19) 

2008 
(H20) 

2009 
(H21) 

2010 
(H22) 

国民医療費 6.1 4.5 4.5 ▲1.8 3.2 ▲0.5 1.9 1.8 3.2 0.0 3.0 2.0 3.4 3.9 

後期高齢者（老人）医療費 12.7 6.6 9.3 ▲5.1 4.1 0.6 ▲0.7 ▲0.7 0.6 ▲3.3 0.1 1.2 5.2 5.5 

国民所得 7.2 8.1 ▲0.3 2.0 ▲2.8 ▲1.5 0.7 1.6 0.5 2.6 0.9 ▲7.1 ▲3.6 - 

GDP 7.2 8.6 1.7 0.9 ▲2.1 ▲0.8 0.8 1.0 0.9 1.5 1.0 ▲4.6 ▲3.7 - 

医 療 費 の 動 向 

老人医療の対象年齢の引上げ 
70歳以上 → 75歳以上 

 （～H14.9）  （H19.10～） 

（診療報酬改定）     0.2％         ▲2.7%        ▲1.0％       ▲3.16％          ▲0.82％                   0.19％           
（主な制度改正） 

（％） 

国民医療費の対国民所得比 

（参考）総保健医療支出の対GDP比 

・乳幼児の患者負担 
 軽減措置の拡大 
 （３歳未満→未就学児） 

（実績見込み） 
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      平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 

    (2001) (2002) (2003) (2004) (2005) (2006) (2007) (2008) (2009) (2010) 

 医療費の伸び率 ① 3.2% -0.5% 1.9% 1.8% 3.2% -0.0% 3.0% 2.0% 3.4% 3.9% 

 
  診療報酬改定 ②       -2.7%       -1.0%       -3.16%              -0.82%               0.19% 

 
  人口増の影響 ③ 0.3% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% -0.1% -0.1% 0.4% 

 高齢化の影響 ④ 1.6% 1.7% 1.6% 1.5% 1.8% 1.3% 1.5% 1.3% 1.4% 1.2% 

 
 

 医療の高度化等 
  （①－②－③－④） 
 ・医療の高度化 
 ・患者負担の見直し 等 

1.3% 0.4% 0.2% 1.2% 1.3% 1.8% 1.5% 1.5% 2.2% 2.1% 

 
 制度改正 

     
 H14.10 
 高齢者1割 
 負担の徹底 

 
 H15.4 
 被用者本人 
 ３割負担 等 

     
 H18.10 
 現役並み 
 所得高齢者 
 3割負担 等 

   
 H20.4 
 未就学2割  
 負担 

    

注1:医療費の伸び率は、平成21年度までは国民医療費の伸び率、平成22年度は概算医療費（審査支払機関で審査した医療費）であり、医療保険と公費負担医療の合計である。 

 2:平成22年度の高齢化の影響は、平成21年度の年齢階級別（５歳階級）国民医療費と年齢階級別（５歳階級）人口からの推計である。 

医療費の伸び率の要因分解 

近年の医療費の伸び率は、患者負担の見直し等の制度改正のない年度を見ると 
  ・ 「高齢化」により、おおむね年１．５％前後の伸び 
  ・ 「医療の高度化等」により、おおむね年１％台～２％台の伸び 
を示しており、この２つの主要因により、おおむね年３％台の伸びとなっている。 
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我が国の人口の推移 
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23.1% 

39.9% 

50.9% 63.8% 

1,684 

8,173 

2,948 

12,806 

791 

4.418 

3,464 

8,674 

高齢者数のピーク 
2042年（3,878万人） 
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 

1990年(実績) 2025年 2060年 

○ 日本の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造になっており、 
    少子高齢化が一層進行する2060年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定 

2010年(実績) 

65歳～人口 

20～64歳人口 

１人 
５．１人 

１人 
１．８人 

１人 
１．２人 

１人 
２．６人 

人口ピラミッドの変化（1990～2060年） 

団塊ジュニア世代 
（1971～74年 

生まれ） 

75歳～  
 597( 5%) 

65～74歳  
 892( 7%) 

20～64歳  
 7,590(61%) 

～19歳  
 3,249(26%) 

総人口 
 1億2,361万人 

75歳～  
 1,407(11%) 

65～74歳  
 1,517(12%) 

20～64歳  
 7,497(59%) 

～19歳  
 2,287(18%) 

総人口 
 1億2,806万人 

75歳～  
 2,179(18%) 

65～74歳  
 1,479(12%) 

20～64歳  
 6,559(54%) 

～19歳  
 1,849(15%) 

総人口 
 1億2,066万人 

75歳～  
 2,336(27%) 

65～74歳  
 1,128(13%) 

20～64歳  
 4,105(47%) 

～19歳  
 1,104(13%) 

総人口 
   8,674万人 

歳 歳 歳 歳 

万人 万人 万人 万人 

団塊世代 
（1947～49年 

生まれ） 
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20.1

11.0

7.9

6.7

6.9

8.5

9.9

10.9

12.6

15.8

20.0

25.6

34.1

43.4

60.4

75.0

86.9

95.5

102.9

110.3

110.3

0 20 40 60 80 100 120

0～4

5～ 9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～94

95～99

100～

（医療費計）

（歳）

（万円）

0 20 40 60 80 100 120

（医科診療費）

入院＋食事・生活療養

入院外＋調剤

（万円）

36%

17%

64%

20%

83%

33%

80%

67%

65%

66%

68%

29% 71%

32%

34%

34%

34%

33%

42%

35%

32%

66%

68%

67%

58%

66%

58%

38%

55%45%

62%

59%41%

42%

50%50%

39% 61%

73%

76%

27%

24%

         ※ 「医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）等より作成 

１人当たり医療費を年齢階級別にみると、年齢とともに高くなり、70歳代までは外来（入院外＋調
剤）の割合が高いが、80歳代になると入院（入院＋食事療養）の割合が高くなる。 

年齢階級別１人当たり医療費（平成21年度）（医療保険制度分） 
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（参考２）社会保障・税一体改革 
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医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資 

療養病床 
（23万床） 

 

一般病床 
（107万床） 

【2011(H23)年】 

介護療養病床 

介護施設 
（92万人分） 

居住系サービス 
（31万人分） 

在宅サービス 

高度急性期 
 
 

  一般急性期 
 
 
 

  亜急性期等 
 
 

 長期療養 
 
 

 介護施設 
 
 

居住系サービス 
 
 
 

在宅サービス 
 
 
 
 

【2025(H37)年】 

地
域
に
密
着
し
た
病
床
で
の
対
応 

「
施
設
」
か
ら
「
地
域
」へ
・「
医
療
」か
ら
「介
護
」へ 

 
【取組の方向性】 
○入院医療の機能分化・強化と連携 
  ・急性期への医療資源集中投入 
  ・亜急性期、慢性期医療の機能強化  等 
○地域包括ケア体制の整備 
  ・在宅医療の充実 
     ・看取りを含め在宅医療を担う診療所等 
             の機能強化 
       ・訪問看護等の計画的整備  等 
  ・在宅介護の充実 
     ・居住系サービスの充実・施設ユニット化 
       ・ケアマネジメント機能の強化  等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【患者・利用者の方々】 
・ 病気になっても、職場や地域生活へ早期復帰 
・ 医療や介護が必要になっても、住み慣れた地 
 域での暮らしを継続 

医療・介護機能の再編（将来像） 

  患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連携強化を通
じて、より効果的・効率的な医療・介護サービス提供体制を構築します。 

医療法等関連法を順次改正 

２０１２年診療報酬・介護報酬の同時 
改定を第一歩として取り組む 
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パターン１ 平成23年度 
(2011) 

平成27(2015)年度 平成37(2025)年度 

現状投影シナリオ 改革シナリオ 現状投影シナリオ 改革シナリオ 

高度急性期 

８０万人 / 日 
８６万人 / 日 

 
 

１６万人 / 日 
９７万人 / 日 

 
 

１６万人 / 日 

一般急性期 ３９万人 / 日 ３３万人 / 日 

亜急性期・回復期等 ２７万人 / 日 ３１万人 / 日 

（急性期小計） （８０万人 / 日） （８６万人 / 日） （８２万人 / 日） （９７万人 / 日） （７９万人 / 日） 

長期療養（慢性期） ２１万人 / 日 ２４万人 / 日 ２１万人 / 日 ３１万人 / 日 ２５万人 / 日 

精神病床 ３１万人 / 日 ３２万人 / 日 ２９万人 / 日 ３４万人 / 日 ２４万人 / 日 

（入院小計） （１３３万人 / 日） （１４３万人 / 日） （１３３万人 / 日） （１６２万人 / 日） （１２９万人 / 日） 

介護施設 
  特養 
  老健（老健＋介護療養） 

９２万人 / 日 
４８万人 / 日 
４４万人 / 日 

１１５万人 / 日 
６１万人 / 日 
５４万人 / 日 

１０６万人 / 日 
５７万人 / 日 
４９万人 / 日 

１６１万人 / 日 
８６万人 / 日 
７５万人 / 日 

１３１万人 / 日 
７２万人 / 日 
５９万人 / 日 

（入院・介護施設小計） （２２５万人 / 日） （２５７万人 / 日） （２３８万人 / 日） （３２３万人 / 日） （２６０万人 / 日） 

居住系 
  特定施設 
  グループホーム 

３１万人 / 日 
１５万人 / 日 
１６万人 / 日 

３８万人 / 日 
１８万人 / 日 
２０万人 / 日 

３８万人 / 日 
１８万人 / 日 
２０万人 / 日 

５２万人 / 日 
２５万人 / 日 
２７万人 / 日 

６１万人 / 日 
２４万人 / 日 
３７万人 / 日 

在宅介護 
  うち小規模多機能 
  うち定期巡回・随時対応 

３０４万人 / 日 
５万人 / 日 

－ 

３４２万人 / 日 
６万人 / 日 

－ 

３５２万人 / 日 
１０万人 / 日 

１万人 /日 

４３４万人 / 日 
８万人 / 日 

－ 

４４９万人 / 日 
４０万人 / 日 
１５万人 /日 

（居住系・在宅介護小計 
 うちＧＨ・小規模多機能） 

（３３５万人 / 日） 
（２１万人 / 日） 

（３８０万人 / 日） 
（２６万人 / 日） 

（３９１万人 / 日） 
（３０万人 / 日） 

（４８６万人 / 日） 
（３５万人 / 日） 

（５１０万人 / 日） 
（７７万人 / 日） 

外来・在宅医療 
 うち在宅医療等 

７９４万人 / 日 
１７万人 / 日 

８１２万人 / 日 
１９万人 / 日 

８０７万人 / 日 
２３万人 / 日 

８２８万人 / 日 
２０万人 / 日 

８０９万人 / 日 
２９万人 / 日 

上記利用者（重複あり） （１３５３万人 / 日） （１４４９万人 / 日） （１４３６万人 / 日） （１６３７万人 / 日） （１５８０万人 / 日） 

（参考）総人口 １億２７２９万人 １億２６２３万人 １億２１５７万人 15 

高度急性期 17万人/日 
一般急性期 43万人/日 
亜急性期等 26万人/日 ※現行医療療養の回復期 

 リハビリテーションを含む 

医療・介護サービスの需要と供給（１日当たり利用者数等）の見込み 

高度急性期 19万人/日 
一般急性期 49万人/日 
亜急性期等 29万人/日 

「医療・介護に係る長期推計（平成23年6月）」より 



Ａ         充実 Ｂ       重点化・効率化 

○ 子ども・子育て支援の充実 
 ・（例）０～２歳児保育の量的拡充・体制強化等（待機児童の解消） 

○ 医療・介護サービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化   
～診療報酬・介護報酬の体系的見直しと基盤整備のための一括的な法整備～ 
・病院・病床機能の分化・強化と連携・在宅医療の充実等（8,800億円程度） 
・在宅介護の充実等（2,800億円程度） 
・上記の重点化に伴うマンパワー増強（2,500億円程度） 

・ 平均在院日数の減少等（▲4,400億円程度） 
・ 外来受診の適正化（▲1,300億円程度） 
・ 介護予防・重度化予防・介護施設の重点化（在宅への移行） 
                                                                      （▲1,800億円程度） 

○ 保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の 
強化・給付の重点化、逆進性対策 
ａ 被用者保険の適用拡大と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化 
  ・短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大 
 ・市町村国保の財政運営の都道府県単位化・財政基盤の強化 
  （低所得者保険料軽減の拡充等（～2,200億円程度）） 
ｂ 介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所得者への配慮、 
  保険給付の重点化 
 ・１号保険料の低所得者保険料軽減強化（～1,300億円程度） 
ｄ その他（総合合算制度～0.4兆円程度） 
 

 

・ 介護納付金の総報酬割導入（完全実施すれば▲1,500億円） 
・ 軽度者に対する機能訓練等重度化予防に効果のある給付への重点化 

【医療・介護】 

【子ども・子育て】 

公費への影響は完全実施の場合は▲1,600億円 
法案の施行時点では、公費への影響は縮小（▲200億円程度） 

【年金】 
<新しい年金制度の創設(※）> 
○ 所得比例年金（社会保険方式） ○ 最低保障年金（税財源） 
 

<現行制度の改善> 
○ 最低保障機能の強化 

 ・ 低所得高齢者・障害者等への福祉的給付（5,600億円程度） 

 ・ 受給資格期間の短縮（300億円程度） 

○ 遺族年金の父子家庭への拡大（100億円程度） 

● 短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大 

● 産休期間中の保険料負担免除  ● 被用者年金の一元化  
● 第３号被保険者制度の見直しの検討   ● 在職老齢年金の見直しの検討 

（●は公費への影響なし）  

○ 物価スライド特例分の解消 
 ・平成24年度から平成26年度の３年間で解消し、平成24年度は10月から実施 

○ 高所得者の年金給付の見直しの検討 
○ マクロ経済スライドの検討 
 ・単に毎年▲0.9％のマクロ経済スライドをすると、毎年最大0.1兆円程度の公費縮小 

● 標準報酬上限の引上げの検討 
※ 支給開始年齢引上げの検討（中長期的な課題） 
 ・ 基礎年金の支給開始年齢を引き上げる場合、１歳引き上げる毎に、引上げ年において0.5兆円程度公費縮小 

2015年度の所要額（公費）合計 ＝ ２．７兆円程度（～3.8兆円程度－～1.2兆円程度） 

社会保障の充実と重点化と効率化 

■ 社会保障の機能強化を行うため、充実と併せて重点化や効率化も検討 

改革の方向性 

主な改革検討項目 

  0.7兆円程度 

～1.4兆円程度 

   0.6兆円程度 

～１兆円程度 

▲～0.7兆円程度 

▲～0.5兆円程度 

～3.8兆円 
程度 

～1.2兆円 
程度 

・ 制度の持続可能性の観点から高額療養費の改善に必要な財源と方策を検討するとともに、まずは年間での負担上限等の導入を目指す 
・ 高齢者医療制度改革(※) 

(※)３党の「確認書」では、今後の公的年金制度、今後の高齢者医療制度にかかる改革については、あらかじめその内容等について三党間で合意に向けて協議するとされている。 
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